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研究は発達支援センターに通う幼児を対象に、ADH 症状の把握と BMI との関連を明確にする事
を目的に行った。本研究の結果、幼児の ADH 症状を質問紙で把握することは可能である一方、
質問紙で症状を把握するとともに行動観察することによって詳細に症状の要因を探る事が必要で




ADH 症状の変化と BMI の変化の関連を検討することが重要であると考えられた。 
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において 6 か月以上持続し、それが社会的、学業的あるいは職業的不適応の原因と考えられ、他
の疾患や環境因では説明できないもの」と定義されるものを注意欠如多動症  (Attention Deficit 




関連を明らかにしている 3）。このような二次障害を予防するためにも、早期に ADH 症状を把握
し、小児期に養育者のケアや薬物治療、カウンセリングなどの適切な対応を行うことの重要性が
指摘されている 4）。 
一方で、小学校就学を控えた 5 歳児までは、神経系の発達は著しく 5）、特異的な行動を定型発
達と区別することが難しいといわれている 6）。昨今、診断の有無に関係なく特異的な行動が目立
つ子どもを保育園や幼稚園では「気になる子」として、特別な配慮をする傾向にある。DSM-Ⅴ




援センター）の保護者の困り感を調査した際に、20 名のうち 8 名の保護者が多動性や衝動性に困
っていることを明らかにした 8)。このことからも、発達支援センターには ADH 症状のある幼児
は多く在籍していると考えられる。 









障害のある幼児において、これまでの研究から ADHD と過食との関連性がいわれている 16）。さ
らに最近の研究により、ADHD と肥満の関係が明らかになり、いくつかの研究は、小児期および
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A 県 B 町の発達支援センターに通う幼児 15 名（男児 11 名、女児 4 名）を対象とした。対象の
幼児は 3 クラスに分かれており、それぞれクラス単位で測定を実施した。質問紙の回答は、対象
となった幼児の保護者（すべて母親）であった。回収率は 100%であった。対象幼児の平均月齢
は 58.64 ヶ月（範囲：3 歳から 6 歳 8 ヶ月）であった。本調査は各クラスが予定していた身体測























「強いかんしゃく」「運動のアンバランス」といった 6 因子の 25 項目で構成されている。その後、
津野他（2018）は行動特徴のチェックリストを Behavior Check List（BCL）とし、「多動性」「自
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閉性（不適切な関わり）」「破壊的な関わり」「かんしゃく」「人見知りのなさ」といった 5 因子、
21 項目版のほうがモデルの適合度がよいことを示した 18)。そのため、本研究では津田他が改正




る DuPaul et al.（1998） が作成した ADHD rating-scale (ADHD-RS) の日本語版を用いた 19)。
ADHD-RS も DSM-Ⅳの診断基準をもとに作成され，ADHD の主な特徴である「不注意(9 項目)」
と「多動性・衝動性(9 項目)」の 2 下位尺度から構成されている。妥当性と信頼性については先
行研究で確認されている。回答者は対象幼児の保護者であった。保護者は、各質問項目の特徴が
自身の子にどれほどあてはまるかを「ない、もしくはほとんどない（0 点）」「ときどきある（1
点）」「しばしばある（2 点）」「非常にしばしばある（3 点）」の 4 件法で回答を行った。 
 
5.分析方法 
対象幼児の BMI を算出するために身長と体重を測定した。また、ADH 症状を把握するため、
BCL 各因子の平均得点及び標準偏差、さらに ADHD-RS の平均得点と標準偏差を算出し、BCL
と ADHD-RS 各因子および BMI との pearson の積率相関係数を求めた。また、津野ら(2018) は
BCL を用いて、幼児の ADH 症状の測定を行っている 18)。さらに、Tani ら（2010）は教師が評






 表 1 に対象幼児の月齢、身長、体重、BMI に関する平均を示した。平均月齢は 58.64±12.51
ヶ月、平均身長は 104.99±7.27cm、平均体重は 16.77±2.09 であり、BMI は平均 15.21±1.06 であ
った。さらに、表 2 に BMI の値ごとの人数を示した。対象者は BMI13.7 から最大で 17.4 の範
囲の値であった。幼児期における一応の基準とされる BMI は 15 から 19 の範囲の値とされてい
る 22）。その範囲内の対象者は 10 名であり、痩せである幼児は 4 名であった。BMI19 より大きな
値の幼児は 1 名もいなかった。このことからも対象者の多くが痩せ気味であることが伺える。 
 
2.ADHD-RS と BCL に関する記述統計 
表 3 に対象者の属性及び、ADHD-RS、BCL 各因子の平均得点と標準偏差を示した。ADHD-RS
においては、「不注意」12.91±6.38 点、「多動性・衝動性」11.82±5.13 点であった。 
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BMI 15.21 1.06  
 
 









表 3.対象幼児の ADHD-RS、BCL の平均得点 
測定項目（得点範囲） 平均 標準偏差
不注意 (0～27) 12.91 6.38










Tani et al.（2010）で確認された、特別なケアを要さない児童の不注意の平均得点は 4.88±4.57
点、多動性・衝動性は 2.92±3.62 点であった。また特別なケアを要する児童の不注意の平均得点
は 10.20±6.66 点、多動性・衝動性は 6.22±5.75 点であった 20)。 
BCL では「多動性」12.21±6.51 点、「自閉性（不適切な関わり）」4.17±2.52 点、「破壊的な
関わり」3.29±2.58 点、かんしゃく」3.71±2.73 点、「人見知りのなさ」1.57±1.55 点であった。 
BCL においては、津野他（2018）の地域の幼稚園、保育園に通う 2 から 5 歳児から得られた
結果では、「多動性」2.87±5.00 点、「自閉性（不適切な関わり）」0.51±1.31 点、「破壊的な関わ
り」0.59±1.19 点、「かんしゃく」0.47±1.20 点、「人見知りのなさ」0.70±1.33 点であった 18)。 
 
3.ADHD-RS と BCL、BMI との関連 
 表 4 に ADHD-RS と BCL 各因子および BMI における pearson の積率相関係数を示した。そ 
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不注意 - - -.14
多動性・衝動性 - - -.01




破壊的な関わり .34 .68* .15
かんしゃく .49 .23 .14






 p < .01**, p < .05* 
 
 
の結果、有意な相関が確認されたのは、ADHD-RS の不注意と BCL の自閉性（不適切な関わり） 
( r = .74, p < .01)、ADHD-RS の多動性・衝動性と BCL の多動性 ( r = .74, p < .01 ) および自閉
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ADHD-RS と BCL との相関係数から、ADH 症状の一つである「不注意」は、BCL の「自閉
性（不適切な関わり）」と強い正の相関があることが明らかとなった。BCL の「自閉性（不適切
な関わり）」の項目は「名前を呼んでも戻ってこない」「返事がない」「視線が合わない」といった






から BCL を測ることで、ADH 症状を把握できると考えられる。しかしながら、津野他（2018）
は、BCL は継続的な経過観察による妥当性を検証していないため ADHD のスクリーニング用と
しては使用することができない点に注意喚起している 18）。また、ADHD と診断された児童の多
くは併存症を有することが明らかとなっている 23)24)。そのため、BCL などの質問紙で簡易的に
ADH 症状を把握し、継続的に行動観察を行って ADH 症状が併存症の影響を受けていないか分析
することが重要であると考えられた。 
 本研究の結果から、発達支援センターに通う幼児は肥満傾向よりも痩せ傾向が多いことが明ら
かとなった。また、ADH 症状と BMI との間に有意な相関係数は確認できなかった。これには以
下の 2 つの理由が考えられた。まずは、本研究では被験者が少なくデータの偏りがあったことは
否めない。次に、Hanć &  Cortese(2018)では、ADHD と肥満との関連を支持しながらも、ADHD
と肥満との関連の一貫性のなさを指摘している 25）。つまり、認知行動と生理的な経路の両方を含
む、複雑な生物心理社会的モデルにたって関連性を検討することの重要性を述べている 23)。この
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 最後に、本研究は 3 月に 1 度測定したのみであった。松尾（1996）にもあるように就学前の 5
歳児までの神経系発達は顕著であり、1 時点で調査した結果だけでは今後を予測する事は困難で
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